









































負債返済の責任を負うことは意外に知られていなしh 学校法人は、私立学校法の規定により、 5 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































えば、講義をもたないで、生涯学習センターをつくって 5年間は給与は出すO ただし、 5年たっ
たら独立採算までもっていくか、辞職するかどちらかにしてドさい、といった話すら実際に耳に
したことがある D それほどに人件費という財政的負担が重荷になってきている。
これまでの日本の私学は、経営というものが本当の意味では不在であったのかもしれなし ¥0 収
入が不足し始めたり、収入を増やしたくなったら、授業料を値上げするか、はたまた新増設して
定員を増やすというやり方ですんできた(リクルート「理事長アンケート f人事政策と今後の財
務jJrカレッジマネジメントj前掲号参照)。本気で経営を考えなくても、なんとか高等教育規
模の拡大路線でやってこれたということが背景にある。それだけに今後の状況は深刻である。
新しい収入源としてのリエゾン・オフィス方式のような方法にも限界・課題がある。仮にその
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ような方式をとろうとした場合に、全ての大学でとれるのか、あるし斗まとるべきかという問題が
ある。 日本中の大学が研究で資金が集まるような教員と施設、設備をもつことが妥当か。筆者は
それが必ずしも妥当とはいえないと思う。やはり、高等教育システム全体の中での役割分担、機
能分担というのは必要になってくる。
収入源の新しいものとしては何が考えられるのか。一つには寄附金かもしれない。大口の企業
等からの寄附金は維かに集まらなくなったといわれる。金利がこれだけ低いと、寄附金で基金を
いくらつくっても、運用の果実が少なくてどうしようもなし、そうだとすれば、毎年少しずつで
も継続的に寄附金を出してくれる“足長おじさん"のような存在の確保が重要になってくる。前
述のような999.999円までの寄付者をいかに集めるか。しかし、現状では私学に寄付をする者に
対するインセンテイブはないといってもよし=。民間や個人から寄付金を引き出していくインセン
ティブを考えないと、いつまでたっても補助金依存からは脱却できないのかもしれない。
補助金というのは、公金を受領するという意味で、政府が私学をコントロールする論拠になっ
ており、ある意味では最も危険なお金だともいえる。しかし、これは同時に最も魅力的な財源、だ
ともいえる。最も危険なお金であることは知っていて受領し、それに依存しているわけであるか
ら、日本の私学にとってこれからの脱却は国難であろう。また前述のように、補助金をもらえな
いという“ステイグマ"が怖いわけでもある。補助金がもらえないと、現状では私学にマイナス
の効果しかなし、補助金カットは避けたいし、逆に、「高等教育を下支えしているのは私学であ
って助成してもらうのは当然だjと思っている私学関係者は多い。 1)クルートの調査によると、
現在の補助金が「少なすぎる」と思っている私学経営者は、短大で75%、大学で82%にのぼる
(リクルート 前述調査)。
以上のようなことから、資金管理の側面では、日本の私学は簡単には自立主義モデルには移行
しないということが予想できる。
( 3 )コントロール手段としての定員管理の有効性
次に、定員管理の観点から“自己責任"について考えてみたしミ。定員管理という今までのコン
トロール手段は有効で、あったのか、今後も高等教育の質的水準維持に有効な手段であるのか。前
述のように、資金管理の側面で、は補助金が次第に目減りしていけば、私学にとって魅力がなくな
ってし 1く可能性も少なくなし、こうしたことを考えると、最後に残る文部省の私学に対するコン
トロール手段は新増設許認可権限かもしれない。ところが、新増設に関してのコントロールも、
今後予想される学部、学科のリストラ型の改組転換の必然性が強まっていく状況になって、従来
のコントロール機能を維持あるいは強化できるのか。“何もしない"あるいは“1イ何可もでで、きない
つまり、許認可が得られなければ新しい生き残り策が打てない状況になってくると、今まで以上
にコントロール機能が強化されるという見方も一面では成り立つかもしれない。しかし逆に、臨
時定員を抱えるすべての私学が定員の恒常化の方策として、 1年審査で実現可能な学科増または
収容定員増ばかりを行おうとすれば、教員審査も実貿的には実施困難な状態になり、実際にはコ
ントロールが機能しなくなるということになりかねない。政策的に、文部省や大学審議会がどち
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らのスタンスなのか真意ははかりかねるが、今までの総論的な自由競争、自己:責任との関係でい
くと、コントロールが弱化していくことをやむを得ないと考えているとも受け取れる。
もう一つ、政策的な方向性について怖いと思うことは、零細規模の大学、短大の単独校の新設
をしていくリスクについてである。この点について、政府はどう考えているのかは非常に気にな
る。筆者なりに試算をしてみても、短大で500入、 4年i1)IJ大学で'1000人の学生がし、ないと経営が
安定的に成り立つはずがないという結果になる。ところが、既設学部をもっているとか、既設校
をもっていれば別であるが、入学定員100人や200人の短大や大学が、続々と新設され続けている。
この規模では独立採算で経営が仁手くいくことは期待できないだろうと忠われる。“自由競争"
や"自己責任"で“自然、淘汰"に任せるという発想があるのかもしれないが、新増設というチャ
ータリングの時に、こうした規模の計甑を許しておいて大丈夫なのかという心配を感じないでも
ないむこの規模であることに加え、補助金受給のための定員超過率のtiltliJや新増設申請の際の定
員超過率の上限設定(学部・学科新増設で1.5倍未満、大学院新増設で1.3倍未満)によって、定
員超過を行うことが慰難になると一層零細規模の大学、短大の経営は困難になってし 1く。
文部省の行っている高等教育政策は、大学がつぶれ始める時代が到来した場合の、壮大な“
い訳.. (私学の言い分を極力開いたうえで規制緩和をおこなって、そのような状況下で、 18歳入
口も減少していくことを承知のヒ、大学等を設置したい学校法人には、基準さえクリアしてれば
設置を認可する。“自己責任"で大学を設置し、運営した結果、・・白由競争"に敗れ、倒産したと
しても、設章者である学校法人の“自己責任"であり、文部省の責任ではない、という論理)の
ための規制緩和だと解釈すれば、それでもいいのかもしれなし '¥0
もう一つの将来予測としては、定員管理ということ自体が意味をもたなくなる可能性がある。
短大で起こり始めているように、いくら定員をもっていても充足できなくなれば、定員充足率が
下がり補助金受給でも不利になる。そうすると、私学の経営陣の関心が、入学定員ではなく入学
者数、在籍者数の方に関心が移行していくと推測できる。定員割れのように収入が減少していく
場合もあれば、科目等履修生のように定員枠外で学納金を支払ってくれる学資者の受け入れによ
って定員外の学納金収入が増加してし 1く場合もありえる。生涯学習への要請の高まりとあいまっ
て、大都市密の私学を中心に、社会人などからなる科呂等履修生が増加していくことも予想でき
る。そういう学習形態一学費納付形態が増加していくと、定員がどういう意味をもつのかという
ことが、新たな問題として発生してくるであろうと忠われる。
さらには、現状としては十分整備されてはいないが、学生の流動性を想定したシステムが完備
されなければ、定員は経営に行き詰まった大学からの転学受け入れが始まる状況がきた時に混乱
が必至である。いずれ定員確保が難しくなり、大学がつぶれ始めた時に、文部省にとって、救済
しなければいけない最低限の対象が学生だとするならば、他大学に学生を受け入れてもらわなけ
れば因る状況がおこるであろう。
現実に、阪神大震災の際に、関西の大学生で被災して留っている人を受け入れるとした大学が
あったり、震災特別入試を行う大学が少なくなかった。これは、学生や受験生には歓迎されたか
もしれないが、地元の私学にとっては震災被害に加え、受験生・学生滅が重なって大変なダメー
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ジであったと忠われる。しかし、近い将来、どこかの大学が経営沼難になり、学生を救済しなけ
れば、いけないという事態が発生し、本学は定員超過率が1.3倍まで達しているから受け入れられ
ないといったことがj包こるとすれば、そのような文脈からも定員という意味を考え直さざるを得
ない状況がくるかもしれなし'0
定員ilJによる文部省のコントロールというのは、いい意味でも悪い意味でも強力な統制機能を
もってきたといえるのかもしれなしE。高等教育の拡張拐においては私学の規模拡大のために、減
少期においてはリストラのため、このチャーターリングというハードルのもつ意味は大きかった
と忠われる。 臼本の私学の成熟度が十分であるならば、自己責任や自由競争に役割を委ねればよ
いわけであるが、日本の私学の自立性には大学ごとのばらつきがあり、玉石混交の状況だといわ
ざるをえなし、。いわば日本の私学高等教育システム自体が、開発途上で、あるといっても良いかも
しれない。そういう状態であるならば、定員管理というコントロールの弱化というのは両刃の剣
ともし=える。
( 4 )公共性と経営の両立と文部省の機能
最後に、公共教育機関としての高等教育諸学校の品質管理についての、政府の公共性の担保の
責任について簡単に触れておきたし=。これまでの文部省とは、私学にとって煙たい存在であった
ことは疑問の余地はなし」しかし、大学の執行部や学校法人からすれば、場合によっては学内対
策のための外圧として利用してきた側面も否めない。確かに、細かい点で、何故こんなことまで
統制するのかという声を耳にすることは少なくなし」しかし、前述のように、私学をどういう人
間が経営するかということについて審査すらない現状である。私立高等教育機関の公共性の担保
とは一体何によって保証されているのか。現状とすれば、保証が確保される安全装置は十分とは
いいきれなし」そうした現状を考えていった場合に、大学の使命と経営を両立させるために、外
圧が必要な場面も出てこよう。教授会においても、理事会においても、文部省がこういっている
からといわれると、しぶしぶ従うという向きも無視できなし=。いうならば、例えは悪いが文部省
は凶悪代官"であったのかもしれなし、“自由競争"や“自己責任"が即時に機能するとは限ら
なし 1。当面、コントロールやサポートの弱化という方向性はあるにせよ、文部省には“悪代官"
になりつづけてもらう必要性が残っているともいえる。理事会は全ての業務が決定できるから何
を決定しでも「私学の独自性だ」と独善的な判断をしたり、理事長はオールマイティの権限をも
っているのだと錯覚する経営者が出てくる可能性がある。そうした事態をコントロールする手
段・メカニズムがなければ、問題が発生してからではどうしようもない。こうしたリスクが払拭
できる目処が立たない限り、文部省が政策責任を回避することは当分の間は避けるべき事態だと
思われる。
こうした文脈でいえば、今後予想される状況というものを十分シミュレートして考えてみれば、
日本の高等教育システムは、“助走期間"なしに“自己責任"を強調した“自由競争"に突入す
るのではなく、あるいは今までのフレームワークだけで存続するのでもなく、政府と大学の関係
を再理論化する段階にあるのではないだろうか。
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